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東 京 都 港 区 赤 坂 九 丁 目 ７ 番 １ 号
www.amova-am.com

当運用報告書に関するお問い合わせ先

コ ー ル セ ン タ ー  電話番号：0120－25－1404
午前９時～午後５時　土、日、祝・休日は除きます。

○�交付運用報告書は、運用報告書に記載すべき事項のう
ち重要な事項にかかる情報を記載したものです。その
他の内容については、運用報告書（全体版）に記載し
ております。

○�当ファンドは、投資信託約款において運用報告書（全
体版）に記載すべき事項を、電磁的方法によりご提供
する旨を定めております。運用報告書（全体版）は、
下記の手順にて閲覧・ダウンロードいただけます。

＜運用報告書（全体版）の閲覧・ダウンロード方法＞
右記URLにアクセス ⇒ ファンド検索機能を利用して該
当ファンドのページを表示 ⇒ 運用報告書タブを選択 ⇒ 
該当する運用報告書をクリックしてPDFファイルを表示

○�運用報告書（全体版）は、受益者の方からのご請求に
より交付されます。交付をご請求される方は、販売会
社までお問い合わせください。

受益者のみなさまへ
平素は格別のご愛顧を賜り、厚くお礼申し上
げます。
さて、「利回り財産３分法ファンド（不動産・
債券・株式）毎月分配型」は、2026年６月15日
に第269期の決算を行ないました。
当ファンドは、主として、不動産、債券、株
式に投資を行なう投資信託証券に投資を行ない、
安定した収益の確保と信託財産の成長をめざし
て運用を行ないました。
ここに、当作成対象期間の運用経過等につい
てご報告申し上げます。
今後とも一層のお引き立てを賜りますようお
願い申し上げます。

第269期末（2026年6月15日）
基 準 価 額 9,987円
純 資 産 総 額 3,287百万円

第264期～第269期
騰 落 率 0.8％
分配金（税込み）合計 60円

（注）騰落率は分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計
算したもので、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。

（注）純資産総額の単位未満は切捨てて表示しております。

利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式） 
毎月分配型
追加型投信／内外／資産複合
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作成対象期間（2025年12月16日～2026年6月15日）
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運用経過
作成期間中の基準価額等の推移 � （2025年12月16日～2026年6月15日）

純資産総額（右軸）基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸）

（円） （百万円）
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第264期首：9,970円
第269期末：9,987円（既払分配金（税込み）：60円）
騰 落 率： 0.8％（分配金再投資ベース）

（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、

お客様の損益の状況を示すものではありません。
（注）分配金再投資基準価額は、作成期首（2025年12月15日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。
（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。
（注）当ファンドの運用方針に対し、適切に比較できる指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数を設定しておりません。

○基準価額の主な変動要因
当ファンドは、主として、不動産、債券、株式に投資を行なう投資信託証券に投資を行ない、安定し

た収益の確保と信託財産の成長をめざして運用を行なっております。また、各資産の組入比率は、不動
産が40％±10％、債券が50％±10％、株式が10％±５％を目途としています。当作成期間中における
基準価額の主な変動要因は、以下の通りです。

期間中において、首相による衆議院の解散と総選挙実施の結果を受け、与党の基盤強化や積極的な財
政政策推進が加速するとの期待が強まったことなどが株式資産の値上がり要因となりました。保有債券
からのクーポン収入を得たことなどが債券資産の値上がり要因となる一方、債券市場のボラティリティ

（変動性）が高まったことなどは値下がり要因となりました。またインフレへの警戒感から欧米の主要
中央銀行による利下げ期待が後退したことなどがＲＥＩＴ価格の重しとなり、国内不動産投資信託の値
下がり要因となりました。
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１万口当たりの費用明細 � （2025年12月16日～2026年6月15日）

項 目 第264期～第269期 項 目 の 概 要金 額 比 率
円 ％

（a） 信 託 報 酬 55 0.548 （a）�信託報酬＝作成期間の平均基準価額×信託報酬率

（ 投 信 会 社 ） （25） （0.252） 委託した資金の運用の対価

（ 販 売 会 社 ） （27） （0.263） 運用報告書など各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の情報提
供などの対価

（ 受 託 会 社 ） （ 3） （0.033） 運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

（b） 売 買 委 託 手 数 料 6 0.059 （b）�売買委託手数料＝作成期間の売買委託手数料÷作成期間の平均受益権口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（ 株 　 式 ） （ 0） （0.003）

（ 投 資 信 託 証 券 ） （ 6） （0.055）

（c） そ の 他 費 用 0 0.004 （c）�その他費用＝作成期間のその他費用÷作成期間の平均受益権口数

（ 保 管 費 用 ） （ 0） （0.002） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金の
送金・資産の移転等に要する費用

（ 監 査 費 用 ） （ 0） （0.002） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

合 計 61 0.611

作成期間の平均基準価額は、10,072円です。
（注）作成期間の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。
（注）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注）売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを含みます。
（注）当該投資信託証券の直近の計算期末時点における「１万口当たりの費用明細」が取得できるものについては「組入上位ファンドの概要」に表示することと

しております。
（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を作成期間の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数第３位未満

は四捨五入してあります。
（注）この他にファンドが投資対象とする投資先においても信託報酬等が発生する場合もあります。
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（参考情報）
◯総経費率

作成期間の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および
有価証券取引税を除く。）を作成期間の平均受益権口数に作成期間の平均基準価額（１口当たり）
を乗じた数で除した総経費率（年率）は1.91％です。

総経費率
1.91％ 当ファンド

1.12％
当ファンド
1.12％

投資先
ファンド
0.79％

投資先
ファンド
0.79％

運用管理費用
（投信会社）
0.51％

運用管理費用
（投信会社）
0.51％

運用管理費用
（販売会社）
0.53％

運用管理費用
（販売会社）
0.53％

運用管理費用（受託会社）0.07％

その他費用
0.01％

運用管理費用
0.17％

運用管理費用以外
0.62％

運用管理費用以外
0.62％

（単位：％）
総経費率（①＋②＋③） 1.91
①当ファンドの費用の比率 1.12
②投資先ファンドの運用管理費用の比率 0.17
③投資先ファンドの運用管理費用以外の比率 0.62

（注）当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
（注）「その他費用」には保管費用が含まれる場合があります。なお、「その他費用」の内訳は「１万口当たりの費用明細」にてご確認いただけますが、期

中の費用の総額と年率換算した値は一致しないことがあります。
（注）各比率は、年率換算した値です。
（注）投資先ファンドとは、当ファンドが組み入れている投資信託証券（親投資信託を除く。）です。
（注）当ファンドの費用は、親投資信託が支払った費用を含み、投資先ファンドが支払った費用を含みません。
（注）当ファンドの費用と投資先ファンドの費用は、計上された期間が異なる場合があります。
（注）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。
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最近５年間の基準価額等の推移 � （2021年６月15日～2026年6月15日）

純資産総額（右軸）基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸）

（円） （百万円）
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（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、

お客様の損益の状況を示すものではありません。
（注）分配金再投資基準価額は、2021年６月15日の値が基準価額と同一となるように指数化しております。

2021年6月15日 2022年6月15日 2023年6月15日 2024年6月17日 2025年6月16日 2026年6月15日
決算日 決算日 決算日 決算日 決算日 決算日

基準価額 （円） 8,535 8,241 8,513 9,036 8,878 9,987
期間分配金合計（税込み） （円） － 120 120 120 120 120
分配金再投資基準価額騰落率（％） － △ 2.0 4.8 7.6 △ 0.4 13.9
純資産総額� （百万円） 4,177 3,797 3,649 3,598 3,174 3,287

（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。
（注）純資産総額の単位未満は切捨てて表示しております。
（注）騰落率は１年前の決算応当日との比較です。
（注）当ファンドの運用方針に対し、適切に比較できる指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数を設定しておりません。
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投資環境 � （2025年12月16日～2026年6月15日）

（不動産投資信託市況）
国内不動産投資信託市場では、東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）は期間の初めと比べて下落しました。
都心部オフィスにおける空室率が低下したことや、平均賃料が上昇傾向となったこと、国内株式市場

が堅調に推移したことがＲＥＩＴ価格の支援材料となったものの、日銀が政策金利を引き上げたこと
（2025年12月）や追加の利上げが意識されたこと、政府による財政拡張への警戒感などを背景に国内長
期金利が上昇したこと、インフレへの警戒感から欧米の主要中央銀行による利下げ期待が後退したこと
などがＲＥＩＴ価格の重しとなり、東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）は下落しました。

（ジニーメイ・パス・スルー証券市況）
当期間のジニーメイ証券市場は、米国連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）の利下げ観測の変化を受けてボ

ラティリティが高まるなか、期間の初めと比べて上昇しました。2026年半ばに入り、市場には概して「金
融緩和が終了する」との見方があり、一部で利下げ期待が残る一方、金融引き締めの可能性を織り込む
向きもあり、揺れ動きました。このような環境下、米国国債の長期ゾーンはボラティリティが高まり、
インフレリスクや供給動向、財政懸念に対する感応度が高まりました。ここ数ヵ月間、経済指標が市場
予想を上回ったことを受けて利回りは上昇（債券価格は低下）し、ＦＲＢの追加引き締めの織り込みが
進むとともに、持続的なインフレや高水準の資金調達需要への懸念から、長期金利は高水準となりました。
一方で、原油価格を主因としたインフレの変動や地政学的なニュースの変化に伴なう急激な反転も見ら
れ、長期金利は不安定な動きを見せました。2026年初から続く中東情勢の緊迫化に伴なうエネルギー価
格の変動は、こうした動きを一段と増幅させ、米国国債の上昇分を一部押し戻すとともに、スタグフレー
ション（不景気の中で物価が上昇すること）への懸念も意識される状況となりました。

（債券市況）
2025年12月から2026年５月にかけて、市場はそれまでの政策期待主導の相場から、地政学的リスク、

インフレ見通し、そして各国中央銀行の慎重な姿勢に左右される局面へと移行しました。なかでも12月
は重要な転換点となりました。日銀は政策金利を0.75％へ引き上げ、1995年以来の高水準となり、日本
の長期金利も上昇しました。欧州でもドイツ10年国債利回りが2025年末に2.85％前後まで上昇するなど、
主要国で「高金利の長期化」が意識される展開となりました。

2026年１月は、イランを巡る地政学的緊張の高まりを背景に原油価格へ上昇圧力がかかった一方、主
要国の景気指標は総じて底堅く、市場はショックをいったん吸収しました。しかし、２月末の米国・イ
スラエルによるイラン攻撃以降、３月には中東情勢が急速に悪化し、ホルムズ海峡の事実上封鎖や供給
懸念を背景に、原油価格は一時１バレル100ドルを超える局面が見られました。これを受けて市場では、
インフレ再燃と景気減速が同時に意識され、焦点は「底堅い経済成長」から、「供給制約と物価上振れ
リスク」へと移りました。

４月には市場はやや落ち着きを取り戻したものの、地政学的リスクやエネルギー価格を巡る不透明感
は残り、ボラティリティの高い地合いが続きました。市場は、明確な解決を織り込むというよりも、高
止まりするインフレ圧力と不透明な成長見通しを消化する局面にあったといえます。

５月には、米国でインフレ指標の上振れを受けて早期利下げ観測が後退し、米国連邦公開市場委員会
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（ＦＯＭＣ）議事要旨でも、インフレが高止まりする場合はさらなる利上げが必要となる可能性が示唆
されました。これを受けて月前半は長期金利が上昇し、債券価格の重しとなりました。一方、株式市場
ではＡＩ（人工知能）・半導体関連銘柄が相場を主導し、日米株式は高値圏を維持しました。

（株式市況）
国内株式市場では、東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）は、期間の初めと比べて上昇しました。
期間の初めから2026年２月下旬にかけては、日銀が市場予想通り政策金利を引き上げたものの「利上

げ幅が不十分」との見方から円安が一時進行したことや、首相による衆議院の解散と総選挙実施の結果
を受け、与党の基盤強化や積極的な財政政策推進が加速するとの期待が強まったことなどから、
ＴＯＰＩＸは上昇しました。３月は、米国・イスラエルとイランの軍事衝突の長期化懸念を背景とした
原油高に伴なうインフレ圧力が強まったことや、ＦＯＭＣの結果を受けてＦＲＢによる利下げ期待が後
退したこと、公表された金融政策決定会合の主な意見において、原油価格の上昇や円安が物価高を進行
させる可能性が指摘され日銀による早期利上げが意識されたことを受けて、ＴＯＰＩＸは下落しました。
４月上旬から期間末にかけては、米国とイランとの間で和平協議が実施され、中東情勢の緊張緩和への
期待が高まったことや、政府が公表した月例経済報告で、ＡＩ関連の需要を受けて設備投資の判断が上
方修正されたこと、半導体関連をはじめ主要企業の決算内容が総じて良好となったことなどから、
ＴＯＰＩＸは上昇しました。
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（為替市況）
期間中における主要通貨（対円）は、下記の推移となりました。

65432’26/1
130

140
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160
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180
（円）

円／アメリカドルの推移

65432’26/1
80

90

100

110

120

130
（円）

円／オーストラリアドルの推移

65432’26/1
60

70

80

90

100

110
（円）

円／ニュージーランドドルの推移

65432’26/1
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（円）

円／ノルウェークローネの推移

65432’26/1
180

190

200

210

220

230
（円）

円／イギリスポンドの推移
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当ファンドのポートフォリオ � （2025年12月16日～2026年6月15日）

（当ファンド）
主として、不動産、債券、株式に投資を行なう投資信託証券に投資を行ない、安定した収益の確保と

信託財産の成長をめざして運用を行ないました。債券への投資にあたっては、「Amova GNMA Fund」
「高金利先進国債券マザーファンド」を通じて行ない、株式への投資にあたっては、「日本高配当利回り
株式マザーファンド」を通じて行ないました。

不動産投資信託の投資は、国内の金融商品取引所に上場されているＪ－ＲＥＩＴへの投資を行ないま
した。期間中は、市場動向や個別銘柄の成長性、収益性、流動性などを勘案し、ポートフォリオ内で比
較して、割高と判断した銘柄を売却し、割安と判断した銘柄を買い付ける調整を行ないました。

（Amova GNMA Fund）
ポートフォリオの構築にあたっては、「Bloomberg GNMA 30Year 3.5 Coupon 指数（円換算ベース）」

に概ね連動することをめざして、リスク分散を考慮しながら、証券のアベイラビリティとオプション調
整済みスプレッド（利回り格差）の相対的な水準に基づいてポートフォリオを構築しました。

（高金利先進国債券マザーファンド）
世界の利回りの動向、ひいては当ファンドの投資対象通貨のパフォーマンスに影響をおよぼすことか

ら、引き続きＦＲＢや欧州中央銀行（ＥＣＢ）を含む主要中央銀行の金融政策の動向に注目しています。
2026年に入り中東情勢の緊迫化に伴なうエネルギー価格の上昇を受けてインフレ懸念が再燃すると、

ＦＲＢは政策金利を据え置きつつも慎重な姿勢を強め、利下げ期待は後退しました。その結果、世界的
に債券利回りには上昇圧力がかかり、金利環境は期間を通じて変化する展開となりました。また、他の
主要中央銀行においても、インフレ動向を踏まえた様子見姿勢が強まり、金融環境は総じて引き締め方
向で推移しました。

こうしたマクロ経済環境を踏まえ、当ファンドでは構造的にアメリカドルへの配分を低位に維持しま
した。米国では財政赤字の拡大や対外収支の不均衡といった要因が意識される中、アメリカドルの持続
的な上昇余地は限定的と判断しました。一方で、アメリカドル以外の通貨として、イギリスポンドやノ
ルウェークローネといった欧州通貨に加え、ニュージーランドドルを中心とした複数通貨への分散投資
を選好しました。

期間の終盤は、主に中東における地政学的緊張の高まりを背景に、ボラティリティが急激に上昇し、
複数の通貨が下落圧力に晒されました。その後、原油価格の一時的な調整を受けて市場の緊張はやや緩
和しましたが、情勢の先行き不透明感は依然として高い状態が続いています。こうした市場環境を踏まえ、
当ファンドでは金利リスクの抑制に加え、高ベータ通貨のエクスポージャーを段階的に縮小するなど、
防御的なポジション調整を実施しました。

（日本高配当利回り株式マザーファンド）
原則として高配当利回りの株式の中から、今後の配当成長が期待できる企業を選別し、ポートフォリ

オを構築しました。銘柄選定においては、配当利回りと配当の成長性に注目するほか、業績や財務の安
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定性、競争力の高さ、株価指標の割安性などを重視しました。
業種では、「機械」、「銀行業」、「卸売業」などの構成比率を高めとしたポートフォリオとしました。

当ファンドのベンチマークとの差異 � （2025年12月16日～2026年6月15日）
当ファンドの運用方針に対し、適切に比較できる指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指

数を設定しておりません。

分配金 � （2025年12月16日～2026年6月15日）
分配金は、運用実績や市況動向などを勘案し、以下のとおりといたしました。なお、分配金に充当し

なかった収益につきましては、信託財産内に留保し、運用の基本方針に基づいて運用いたします。
○分配原資の内訳
	 （単位：円、１万口当たり、税込み）

項 目
第264期 第265期 第266期 第267期 第268期 第269期

2025年12月16日～
2026年１月15日

2026年１月16日～
2026年２月16日

2026年２月17日～
2026年３月16日

2026年３月17日～
2026年４月15日

2026年４月16日～
2026年５月15日

2026年５月16日～
2026年６月15日

当期分配金 10 10 10 10 10 10
（対基準価額比率） 0.097％ 0.098％ 0.098％ 0.098％ 0.101％ 0.100％

当期の収益 10 10 10 10 10 10
当期の収益以外 － － － － － －

翌期繰越分配対象額 1,434 1,435 1,444 1,446 1,447 1,459
（注）�対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。
（注）�当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。
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今後の運用方針

（当ファンド）
引き続き、不動産、債券、株式に投資を行なう投資信託証券に投資を行ない、安定した収益の確保と

信託財産の成長をめざして運用を行ないます。債券への投資にあたっては、「Amova GNMA Fund」「高
金利先進国債券マザーファンド」を通じて行ない、株式への投資にあたっては、「日本高配当利回り株
式マザーファンド」を通じて行なう方針です。

（不動産投資信託）
今後も各国の金融政策や国内の金利上昇による実体経済への影響に注目しつつ、Ｊ－ＲＥＩＴ各社の

収益動向や投資口価格の割安性などにより選別し、分散投資を行なってまいります。
将来の市場環境の変動などにより、当該運用方針が変更される場合があります。

（Amova GNMA Fund）
米国では、経済が懸念されていたよりも底堅さを維持した状態で現在のエネルギーショック局面に入

りました。経済全体としては減速傾向が続いているにもかかわらず、経済指標では、製造業の経済活動
や個人消費が引き続き安定した勢いを維持していることが示されています。足元では、企業の設備投資
が引き続き景気を下支えしている一方、中東情勢に起因する新たなエネルギーショックにもかかわらず、
家計需要の減速は比較的限定的なものにとどまっています。このような状況下で、中東情勢を中心とし
た地政学的緊張の高まりが原油価格のボラティリティを高める主な要因となっており、インフレ率に新
たな上昇圧力をかけています。米国はエネルギー純輸出国であり、エネルギー価格の高騰に対する一定
の耐性を有していますが、ガソリン価格の上昇は家計の実質可処分所得を圧迫し始めており、今後数ヵ
月にわたり消費の重しとなる可能性があります。労働市場は安定を維持しており、雇用の伸びは鈍化し
ているものの急減速しているわけではないことから、米国経済が潜在成長率に近い成長ペースへと移行
しつつあるとの見方が裏付けられています。こうした状況を踏まえて、ＦＲＢは引き続き慎重な姿勢を
維持しており、供給側のショックが繰り返されることで、ディスインフレ（物価上昇率の鈍化）の進行
が遅れるリスクがあることを強調しています。市場では、経済活動が大幅に弱含むことや労働市場が予
想以上に悪化することがない限り、金融政策は引き締め的な水準にとどまるとみられており、利上げが
実施される可能性も織り込まれています。

ＧＮＭＡ債券の見通しは前向きであるものの、足元では割安感そのものよりも、テクニカル要因や相
対価値により左右される傾向が強まっています。住宅ローン金利は高水準ながらも一定のレンジ内で安
定的に推移しておりキャリーの下支えとなるとともに、市場のボラティリティを抑制しています。一方で、
借入コストの高止まりにより、住宅市場全体の環境は依然として制約を受けています。需給面では、機
関投資家の堅調な需要や米国政府支援機関（ＧＳＥ）の買い支えが継続しており、供給を吸収しつつス
プレッドの安定要因となっています。ただし、バリュエーション（投資価値評価）は以前と比べてやや
割高感が強まっており、市場のテクニカル要因がパフォーマンスを左右する主な要因となっていること
が示唆されています。ＧＮＭＡ債券セクター内では、クーポン帯ごとの相対価値の差異が一段と重要に
なっています。供給動向や新規発行構成の違いによってパフォーマンス格差が生じる可能性が高く、セ
クター全体への広範な投資よりも、銘柄やクーポンの選別の重要性が高まっています。総じて見れば、
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同セクターは安定した需要に下支えされ、魅力的なリスク調整後キャリー収益を提供していますが、以
前ほどのバリュエーション面での安全余裕がなくなっており、今後のパフォーマンスは、銘柄選択、クー
ポン帯のポジショニング、および需給動向により大きく左右されると考えられます。

ポートフォリオの構築にあたっては、「Bloomberg GNMA 30Year 3.5 Coupon 指数（円換算ベース）」
に概ね連動することをめざして、リスク分散を考慮しながら、証券のアベイラビリティとオプション調
整済みスプレッドの相対的な水準に基づいてポートフォリオを構築します。

将来の市場環境の変動などにより、当該運用方針が変更される場合があります。

（高金利先進国債券マザーファンド）
米国経済は今期、懸念されていたほどの減速とはならず、底堅いスタートを切りました。足元の経済

指標にはサイクル後期における減速感が見られるものの、企業投資が成長を下支えする構造が続いてい
ます。一方、個人消費は引き続き堅調ながらも、ガソリン価格や生活必需品価格の上昇を背景に、やや
伸びが鈍化しています。中東情勢の緊迫化を背景にエネルギー市場は変動が大きく、原油価格は一時１
バレル100ドルを上回る水準で推移しました。この影響によりインフレには上振れリスクが再び意識さ
れており、ガソリン価格の上昇は家計の可処分所得を圧迫し、今後の消費に対する下押し要因となる可
能性があります。労働市場は引き続き堅調であり、雇用の増加ペースには緩やかな減速が見られるものの、
失業率は低水準で安定しています。これらを背景に、経済は潜在成長率に近いペースへと徐々に移行し
ているとの見方が広がっています。こうした状況を受けて、ＦＲＢはインフレ動向に対して引き続き高
い警戒感を維持しており、特にエネルギー価格の上昇など供給サイドからのショックがディスインフレ
の進展を遅らせるリスクを重視しています。金融政策については、市場では政策金利の据え置きが基本
シナリオとされる一方、インフレの動向次第では追加引き締めの可能性も意識されており、金利見通し
に不確実性が残る状況となっています。

英国は、足元では中東情勢を背景とするエネルギー価格上昇やセンチメント悪化を受けて、景気モメ
ンタムの鈍化が意識されやすい局面にあります。インフレについては、燃料価格の上昇に加え、2026年
７月以降のＯＦＧＥＭ（エネルギー規制当局）による料金上限引き上げを受けて、2026年下半期にかけ
て再加速する可能性が高まっています。もっとも、労働市場は徐々に緩和しており、需要の弱さが二次
的な物価上昇圧力をある程度抑制する可能性もあります。こうした中、イングランド銀行（ＢＯＥ）は
インフレ上振れリスクと景気悪化リスクの双方を見極める姿勢を維持しており、市場では追加引き締め
が織り込まれています。政治面では、地方選挙を受けた国内政治の不透明感も意識されており、当面は
政策当局・市場ともに慎重な様子見姿勢が続きやすいとみています。

ノルウェー銀行（中央銀行）は2026年５月初旬に予想外の利上げを決定し、政策金利を0.25％引き上
げて4.25％としました。本決定は、インフレ圧力が依然として高い状態にある中で、引き締め的な金融
政策スタンスを維持する姿勢を改めて示したものといえます。先行きについては、政策金利は従来の見
通し通り年末にかけて4.25％～4.5％のレンジで推移する見込みであり、状況次第では追加的な引き締め
が行なわれる可能性が示唆されています。足元の経済指標を見ても、基調的なインフレは依然として高く、
エネルギーを除く消費者物価指数（ＣＰＩ）は４月に前年比3.2％と、物価上昇圧力の根強さが確認さ
れています。賃金上昇率も高水準にあり、インフレ期待についても一部で上昇圧力が見られることから、
物価の粘着性が意識されやすい環境が続いています。このような状況のもと、目先の政策判断について
は見方に幅があるものの、全体としては追加利上げ方向のリスクが意識されやすく、市場では少なくと
もあと１回の利上げを織り込んだ上で、その後は当面高い政策金利が維持されるとの見方が優勢となっ
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ています。
オーストラリア準備銀行（ＲＢＡ）は2026年５月初旬に３度目の利上げを実施し、キャッシュレート

を0.25％引き上げて4.35％としました。これまでの累積的な引き締めを踏まえ、足元ではその経済への
影響を見極めるため、データ次第で慎重に判断する姿勢に移行しつつあると見られます。見通しとしては、
インフレが高止まりする中で、経済成長は弱含んで推移することが見込まれています。足元のインフレ
動向を見ると、総合ＣＰＩは４月に前年比4.2％と前月の4.6％から減速しましたが、これは燃料要因な
ど一時的な影響が大きいと考えられます。一方、基調的なインフレ圧力は依然として強く、トリム平均
インフレ（上位と下位のデータを一定の割合で取り除いて計算した平均値）率は同3.4％とむしろ上昇
しており、国内価格には粘着的な上昇圧力が残っていることが示されています。このように、インフレ
モメンタムに一定の減速の兆しは見られるものの、インフレ見通しの大きな変化には至っておらず、政
策環境は依然として微妙な均衡状態にあります。ＲＢＡは当面金利据え置きを選択する可能性が高いも
のの、コアインフレの高止まりや二次的効果のリスクを背景に、引き締め方向のバイアスは維持される
とみられます。市場では追加利上げのタイミングは後ずれしているものの、インフレの収束に時間がか
かる場合は、最終金利が足元水準をやや上回る可能性も意識されています。

ニュージーランド準備銀行（ＲＢＮＺ）は2026年５月に政策金利（ＯＣＲ）を2.25％で据え置きまし
たが、委員会では明確に意見が分かれました。投票結果は賛成と反対が半々に分かれ、総裁の一票によっ
て据え置きが決まったものです。半数の委員が即時の利上げを支持したことは、足元のコスト上昇が中
期的な物価・賃金設定に波及するリスクに対する警戒が強まっていることを示しています。ＲＢＮＺの
ガイダンスはタカ派（景気に対して強気）方向にシフトしており、２月時点の想定よりも、ＯＣＲはよ
り早く、より大きく引き上げられる可能性が示唆されています。インフレ見通しもこうした姿勢を裏付
けており、総合ＣＰＩは目先、4.3％近辺でピークを打つと予想されます。短期・中期の期待インフレが
上昇している一方、コアインフレ率は目標圏内にありますが、見通しの不確実性は高い状況です。この
ため、成長リスクが高まる中でも政策バイアスは引き締め方向に傾いており、市場では年内の追加利上
げが織り込まれています。次回以降の会合での利上げを有力視する見方がある一方、その後の引き締め
ペースは需要の弱さがどの程度インフレ圧力を抑えるかに左右されるとみられます。

将来の市場環境の変動などにより、当該運用方針が変更される場合があります。

（日本高配当利回り株式マザーファンド）
原則として高配当利回りの株式の中から、今後の配当成長が期待できる企業を選別し、インカムゲイ

ンとともにキャピタルゲインの獲得をめざしたポートフォリオを構築します。また、株式組入比率につ
きましては原則として高位を維持する方針です。

将来の市場環境の変動などにより、当該運用方針が変更される場合があります。

今後ともご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申しあげます。
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お知らせ
2025年12月16日から2026年６月15日までの期間に実施いたしました約款変更は以下の通りです。

当ファンドについて、「一般社団法人投資信託協会」の合併に伴ない、その記載を「一般社団法人資
産運用業協会」に変更すべく、2026年４月１日付けにて信託約款の一部に所要の変更を行ないました。（付
表、第７条、第19条）

当ファンドの概要

商 品 分 類
信 託 期 間 2003年12月18日から原則無期限です。

運 用 方 針
主として投資信託証券（投資信託または外国投資信託の受益証券（振替投資信託受益権を含みます。）および投資
法人または外国投資法人の投資証券をいいます。）に投資を行ない、高いインカム収益の確保を図るとともに、安
定した信託財産の成長をめざします。

主要投資対象 投資信託証券を主要投資対象とします。

運 用 方 法
当ファンドは、主として、不動産、債券、株式に投資を行なう投資信託証券に投資を行ない、安定した収益の確
保と信託財産の成長をめざします。原則として、投資する各資産毎の組入比率は、ファンドが定める標準組入比
率を基準として、資産毎に定める変動範囲に収まるように調整します。

分 配 方 針 毎決算時、原則として安定した分配を継続的に行なうことをめざします。

追加型投信／内外／資産複合
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（参考情報）
○当ファンドと代表的な資産クラスとの騰落率の比較

最大値（当ファンド） 最大値 最小値（当ファンド） 最小値 平均値

（％）
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当ファンド 日本株 先進国株 新興国株 日本国債 先進国債 新興国債

（2021年6月末～2026年5月末）

（単位：％）
当ファンド 日本株 先進国株 新興国株 日本国債 先進国債 新興国債

最大値 19.4 50.5 55.7 71.2 0.6 15.4 24.5
最小値 △ 3.3 △ 7.1 △ 5.8 △ 9.7 △ 6.9 △ 6.1 △ 2.7
平均値 6.2 17.9 23.1 15.6 △ 2.8 5.7 9.8

（注）全ての資産クラスが当ファンドの投資対象とは限りません。
（注）2021年６月から2026年５月の５年間の各月末における直近１年間の騰落率の最大値・最小値・平均値を表示したものです。
（注）上記の騰落率は決算日に対応した数値とは異なります。
（注）当ファンドは分配金再投資基準価額の騰落率です。

《各資産クラスの指数》
日 本 株：TOPIX（東証株価指数）配当込み
先進国株：MSCI-KOKUSAIインデックス（配当込み、円ベース）
新興国株：MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円ベース）
日本国債：NOMURA-BPI国債
先進国債：FTSE世界国債インデックス（除く日本、円ベース）
新興国債：JPモルガンGBI-EMグローバル・ディバーシファイド（円ヘッジなし、円ベース）

（注）海外の指数は、為替ヘッジなしによる投資を想定して、円換算しております。
指数について
●TOPIX（東証株価指数）配当込みは、日本の株式市場を広範に網羅するとともに、投資対象としての機能性を有するマーケット・ベンチマークで、配
当を考慮したものです。なお、当指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社に帰属
します。●MSCI-KOKUSAIインデックス（配当込み、円ベース）は、MSCI Inc.が開発した、日本を除く世界の先進国の株式を対象として算出した指
数で、配当を考慮したものです。なお、当指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利は、MSCI Inc.に帰属します。●MSCIエマージング・マー
ケット・インデックス（配当込み、円ベース）は、MSCI Inc.が開発した、世界の新興国の株式を対象として算出した指数で、配当を考慮したものです。
なお、当指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利は、MSCI Inc.に帰属します。●NOMURA-BPI国債は、野村フィデューシャリー・リサー
チ＆コンサルティング株式会社が公表している指数で、その知的財産権は野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社に帰属します。
なお、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社は、対象インデックスの正確性、完全性、信頼性、有用性を保証するものではなく、
対象インデックスを用いて行われるアモーヴァ・アセットマネジメント株式会社の事業活動・サービスに関し一切責任を負いません。●FTSE世界国債
インデックス（除く日本、円ベース）は、FTSE Fixed Income LLCにより運営され、日本を除く世界主要国の国債の総合収益率を各市場の時価総額で
加重平均した指数です。なお、当指数に関する著作権等の知的財産その他一切の権利は、FTSE Fixed Income LLCに帰属します。●JPモルガンGBI-
EMグローバル・ディバーシファイド（円ヘッジなし、円ベース）は、J.P. Morgan Securities LLCが算出、公表している、新興国が発行する現地通貨
建て国債を対象にした指数です。なお、当指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利は、J.P. Morgan Securities LLCに帰属します。
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当ファンドのデータ
組入資産の内容 � （2026年6月15日現在）

○組入上位10銘柄
銘 柄 名 業 種 / 種 別 等 通 貨 国（ 地 域 ） 比率

％
1 日本都市ファンド投資法人　投資証券 投資証券 円 日本 3.6
2 オリックス不動産投資法人　投資証券 投資証券 円 日本 3.4
3 ＫＤＸ不動産投資法人　投資証券 投資証券 円 日本 3.3
4 ＧＬＰ投資法人　投資証券 投資証券 円 日本 2.9
5 ジャパン・ホテル・リート投資法人　投資証券 投資証券 円 日本 2.9
6 インヴィンシブル投資法人　投資証券 投資証券 円 日本 2.7
7 アクティビア・プロパティーズ投資法人　投資証券 投資証券 円 日本 2.4
8 ユナイテッド・アーバン投資法人　投資証券 投資証券 円 日本 2.2
9 森トラストリート投資法人　投資証券 投資証券 円 日本 2.1
10 スターアジア不動産投資法人　投資証券 投資証券 円 日本 2.0

組入銘柄数 18銘柄
（注）比率は、純資産総額に対する割合です。
（注）組入銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。
（注）国（地域）につきましては発行国もしくは投資国を表示しております。

○組入上位ファンド
銘 柄 名 第269期末

％
Amova GNMA Fund 34.1
高金利先進国債券マザーファンド 14.9
日本高配当利回り株式マザーファンド 8.5

組入銘柄数 3銘柄
（注）組入比率は純資産総額に対する評価額の割合です。
（注）組入銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。

○資産別配分

国内投資証券
40.0％

国内投資証券
40.0％

国内投資信託
受益証券
34.1％

国内投資信託
受益証券
34.1％

親投資信託
受益証券
23.4％

親投資信託
受益証券
23.4％

その他
2.5％

○国別配分

日本
63.4％
日本
63.4％

ケイマン諸島
34.1％

ケイマン諸島
34.1％

その他
2.5％

○通貨別配分

円
97.5％
円

97.5％

その他
2.5％

（注）比率は当ファンドの純資産総額に対する割合です。
（注）国別配分につきましては発行国もしくは投資国を表示しております。
（注）国内投資信託受益証券には外国籍（邦貨建）の受益証券を含めております。
（注）その他にはコール・ローン等を含む場合があります。
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純資産等

項 目 第264期末 第265期末 第266期末 第267期末 第268期末 第269期末
2026年1月15日 2026年2月16日 2026年3月16日 2026年4月15日 2026年5月15日 2026年6月15日

純 資 産 総 額 3,551,801,329円 3,497,410,882円 3,406,710,676円 3,379,243,980円 3,286,325,378円 3,287,296,828円
受 益 権 総 口 数 3,436,248,482口 3,422,971,527口 3,348,219,620口 3,323,553,127口 3,306,078,576口 3,291,528,398口
1万口当たり基準価額 10,336円 10,217円 10,175円 10,168円 9,940円 9,987円

（注）当作成期間（第264期～第269期）中における追加設定元本額は6,572,268円、同解約元本額は181,459,688円です。
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組入上位ファンドの概要
＜ご参考＞ 高金利先進国債券マザーファンド

（円）

26,000

27,000

28,000

29,000

30,000

31,000

32,000

2024/8 2024/10 2024/12 2025/2 2025/4 2025/6

（2024年7月11日～2025年7月10日）
【基準価額の推移】 【１万口当たりの費用明細】

（2024年７月11日～2025年７月10日）

項 目 当 期
金 額 比 率

円 ％
（a） そ の 他 費 用 6 0.020
（ 保 管 費 用 ） （6） （0.020）

合 計 6 0.020
期中の平均基準価額は、28,593円です。

（注）上記項目の概要につきましては運用報告書（全体版）をご参照ください。
（注）�各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注）�各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）

を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数
第３位未満は四捨五入してあります。

【組入上位10銘柄】
（2025年７月10日現在）

銘 柄 名 業 種 / 種 別 等 通 貨 国（ 地 域 ） 比率
％

１ GEORGIA�ST-TXBL-SER�B�2.9％�2034/2/1 地方債証券 アメリカドル アメリカ 5.9
2 AUCKLAND�COUNCIL�2.95％�2050/9/28 地方債証券 ニュージーランドドル ニュージーランド 5.７
３ UK�TREASURY�4.5％�2035/3/７ 国債証券 イギリスポンド イギリス 5.5
4 AUCKLAND�COUNCIL�5.７34％�2028/9/2７ 地方債証券 ニュージーランドドル ニュージーランド 4.9
5 UK�TREASURY�3.5％�2025/10/22 国債証券 イギリスポンド イギリス 4.4
6 UK�TREASURY�1.5％�204７/７/22 国債証券 イギリスポンド イギリス 4.2
7 NEW�ZEALAND�GOVERNMENT�1.5％�2031/5/15 国債証券 ニュージーランドドル ニュージーランド 4.1
8 UK�TREASURY�3.25％�2044/1/22 国債証券 イギリスポンド イギリス 2.9
9 UK�TREASURY�0.625％�2035/７/31 国債証券 イギリスポンド イギリス 2.8
10 UK�TREASURY�1.７5％�2049/1/22 国債証券 イギリスポンド イギリス 2.8

組入銘柄数 56銘柄
（注）比率は、純資産総額に対する割合です。
（注）組入銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。
（注）国（地域）につきましては発行国もしくは投資国を表示しております。

【資産別配分】

外国債券
98.6％
外国債券
98.6％

その他
1.4％

【国別配分】

イギリス
32.2％

イギリス
32.2％

ニュージーランド
25.2％

アメリカ
15.7％

ノルウェー
15.0％

オーストラリア
9.2％

韓国 1.3％ その他
1.4％

【通貨別配分】

イギリス
ポンド
32.2％

イギリス
ポンド
32.2％

ニュージーランドドル
25.2％

アメリカ
ドル
15.7％

ノルウェー
クローネ
15.0％

オーストラリア
ドル
10.5％

その他
1.4％

（注）比率は当ファンドの純資産総額に対する割合です。
（注）国別配分につきましては発行国もしくは投資国を表示しております。
（注）その他にはコール・ローン等を含む場合があります。
※当マザーファンドの計算期間における運用経過の説明は運用報告書（全体版）をご参照ください。
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Amova GNMA Fund

（円）

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

2025/3/6 2025/5/6 2025/7/6 2025/9/6 2025/11/6

（2025年1月1日～2025年12月31日）
【基準価額の推移】

（注）グラフは分配金再投資基準価額です。

【１万口当たりの費用明細】
（2025年1月1日～2025年12月31日）

当該期間の１万口当たりの費用明細については開示されていないため、
掲載しておりません。

【組入上位10銘柄】
（2025年12月31日現在）

銘 柄 名 業 種 ／ 種 別 等 通 貨 国（ 地 域 ） 比 率
％

１ Ginnie Mae II Pool MA8096  2% 06/20/2052 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 14.3
2 Ginnie Mae II Pool MA9849  4.5% 08/20/2054 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 9.3
3 Ginnie Mae II Pool MA8097  2.5% 06/20/2052 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 9.2
4 Ginnie Mae II Pool MA7977  2% 04/20/2052 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 6.9
5 Ginnie Mae II Pool MA7988  3% 04/20/2052 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 6.5
6 Ginnie Mae II Pool MA4198  4.5% 01/20/2047 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 6.1
7 Ginnie Mae II Pool MA6655  2.5% 05/20/2050 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 4.6
8 Ginnie Mae II Pool MA6855  2.5% 09/20/2050 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 4.0
9 Ginnie Mae II Pool MA7591  3.5% 09/20/2051 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 3.4
10 Ginnie Mae II Pool MA7649  2.5% 10/20/2051 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 3.1

組入銘柄数 47銘柄
（注）比率は、純資産総額に対する割合です。
（注）組入銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。
（注）国（地域）につきましては発行国もしくは投資国を表示しております。

【資産別配分】

モーゲージ担保証券
97.4％

その他
2.6％

【国別配分】

アメリカ
99.4％

その他
0.6％

【通貨別配分】

アメリカドル
99.4％

その他
0.6％

（注）比率は当ファンドの純資産総額に対する割合です。
（注）国別配分につきましては発行国もしくは投資国を表示しております。
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＜ご参考＞ 高金利先進国債券マザーファンド

（円）

26,000

27,000

28,000

29,000

30,000

31,000

32,000

2024/8 2024/10 2024/12 2025/2 2025/4 2025/6

（2024年7月11日～2025年7月10日）
【基準価額の推移】 【１万口当たりの費用明細】

（2024年７月11日～2025年７月10日）

項 目 当 期
金 額 比 率

円 ％
（a） そ の 他 費 用 6 0.020
（ 保 管 費 用 ） （6） （0.020）

合 計 6 0.020
期中の平均基準価額は、28,593円です。

（注）上記項目の概要につきましては運用報告書（全体版）をご参照ください。
（注）�各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注）�各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）

を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数
第３位未満は四捨五入してあります。

【組入上位10銘柄】
（2025年７月10日現在）

銘 柄 名 業 種 / 種 別 等 通 貨 国（ 地 域 ） 比率
％

１ GEORGIA�ST-TXBL-SER�B�2.9％�2034/2/1 地方債証券 アメリカドル アメリカ 5.9
2 AUCKLAND�COUNCIL�2.95％�2050/9/28 地方債証券 ニュージーランドドル ニュージーランド 5.７
３ UK�TREASURY�4.5％�2035/3/７ 国債証券 イギリスポンド イギリス 5.5
4 AUCKLAND�COUNCIL�5.７34％�2028/9/2７ 地方債証券 ニュージーランドドル ニュージーランド 4.9
5 UK�TREASURY�3.5％�2025/10/22 国債証券 イギリスポンド イギリス 4.4
6 UK�TREASURY�1.5％�204７/７/22 国債証券 イギリスポンド イギリス 4.2
7 NEW�ZEALAND�GOVERNMENT�1.5％�2031/5/15 国債証券 ニュージーランドドル ニュージーランド 4.1
8 UK�TREASURY�3.25％�2044/1/22 国債証券 イギリスポンド イギリス 2.9
9 UK�TREASURY�0.625％�2035/７/31 国債証券 イギリスポンド イギリス 2.8
10 UK�TREASURY�1.７5％�2049/1/22 国債証券 イギリスポンド イギリス 2.8

組入銘柄数 56銘柄
（注）比率は、純資産総額に対する割合です。
（注）組入銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。
（注）国（地域）につきましては発行国もしくは投資国を表示しております。

【資産別配分】

外国債券
98.6％
外国債券
98.6％

その他
1.4％

【国別配分】

イギリス
32.2％

イギリス
32.2％

ニュージーランド
25.2％

アメリカ
15.7％

ノルウェー
15.0％

オーストラリア
9.2％

韓国 1.3％ その他
1.4％

【通貨別配分】

イギリス
ポンド
32.2％

イギリス
ポンド
32.2％

ニュージーランドドル
25.2％

アメリカ
ドル
15.7％

ノルウェー
クローネ
15.0％

オーストラリア
ドル
10.5％

その他
1.4％

（注）比率は当ファンドの純資産総額に対する割合です。
（注）国別配分につきましては発行国もしくは投資国を表示しております。
（注）その他にはコール・ローン等を含む場合があります。
※当マザーファンドの計算期間における運用経過の説明は運用報告書（全体版）をご参照ください。
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高格付債券ファンド（為替ヘッジ70）毎月分配型＜愛称 ｢７３（しちさん）｣ ＞
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高金利先進国債券マザーファンドAmova GNMA Fund

（円）

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

2025/3/6 2025/5/6 2025/7/6 2025/9/6 2025/11/6

（2025年1月1日～2025年12月31日）
【基準価額の推移】

（注）グラフは分配金再投資基準価額です。

【１万口当たりの費用明細】
（2025年1月1日～2025年12月31日）

当該期間の１万口当たりの費用明細については開示されていないため、
掲載しておりません。

【組入上位10銘柄】
（2025年12月31日現在）

銘 柄 名 業 種 ／ 種 別 等 通 貨 国（ 地 域 ） 比 率
％

１ Ginnie Mae II Pool MA8096  2% 06/20/2052 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 14.3
2 Ginnie Mae II Pool MA9849  4.5% 08/20/2054 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 9.3
3 Ginnie Mae II Pool MA8097  2.5% 06/20/2052 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 9.2
4 Ginnie Mae II Pool MA7977  2% 04/20/2052 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 6.9
5 Ginnie Mae II Pool MA7988  3% 04/20/2052 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 6.5
6 Ginnie Mae II Pool MA4198  4.5% 01/20/2047 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 6.1
7 Ginnie Mae II Pool MA6655  2.5% 05/20/2050 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 4.6
8 Ginnie Mae II Pool MA6855  2.5% 09/20/2050 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 4.0
9 Ginnie Mae II Pool MA7591  3.5% 09/20/2051 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 3.4
10 Ginnie Mae II Pool MA7649  2.5% 10/20/2051 モーゲージ担保証券 アメリカドル アメリカ 3.1

組入銘柄数 47銘柄
（注）比率は、純資産総額に対する割合です。
（注）組入銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。
（注）国（地域）につきましては発行国もしくは投資国を表示しております。

【資産別配分】

モーゲージ担保証券
97.4％

その他
2.6％

【国別配分】

アメリカ
99.4％

その他
0.6％

【通貨別配分】

アメリカドル
99.4％

その他
0.6％

（注）比率は当ファンドの純資産総額に対する割合です。
（注）国別配分につきましては発行国もしくは投資国を表示しております。
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利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型
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日本高配当利回り株式マザーファンド

（円）

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

2025/1 2025/3 2025/5 2025/7 2025/9 2025/11

（2024年12月17日～2025年12月15日）
【基準価額の推移】 【１万口当たりの費用明細】

（2024年12月17日～2025年12月15日）

項 目 当 期
金 額 比 率

円 ％
（a） 売 買 委 託 手 数 料 25 0.060
（ 株 　 式 ） （25） （0.060）

合 計 25 0.060
期中の平均基準価額は、41,292円です。

（注）上記項目の概要につきましては運用報告書（全体版）をご参照ください。
（注）�各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注）�各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）

を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数
第３位未満は四捨五入してあります。

【組入上位10銘柄】
（2025年12月15日現在）

銘 柄 名 業 種 / 種 別 等 通 貨 国（ 地 域 ） 比率
％

１ 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 円 日本 3.7
2 みずほフィナンシャルグループ 銀行業 円 日本 3.7
３ 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 円 日本 3.4
4 トヨタ自動車 輸送用機器 円 日本 2.9
5 大林組 建設業 円 日本 2.7
6 三井物産 卸売業 円 日本 2.6
7 アマダ 機械 円 日本 2.5
8 豊田通商 卸売業 円 日本 2.5
9 大塚商会 情報・通信業 円 日本 2.4
10 エクシオグループ 建設業 円 日本 2.4

組入銘柄数 54銘柄
（注）比率は、純資産総額に対する割合です。
（注）組入銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。
（注）国（地域）につきましては発行国もしくは投資国を表示しております。

【資産別配分】

国内株式
99.5％
国内株式
99.5％

その他
0.5％

【国別配分】

日本
99.5％
日本
99.5％

その他
0.5％

【通貨別配分】

円
99.5％
円

99.5％

その他
0.5％

（注）比率は当ファンドの純資産総額に対する割合です。
（注）国別配分につきましては発行国もしくは投資国を表示しております。
（注）その他にはコール・ローン等を含む場合があります。
※当マザーファンドの計算期間における運用経過の説明は運用報告書（全体版）をご参照ください。
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利回り財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型
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